
■ 平成１8年度決算報告 

 

 町では、町民の皆さんに町の財政の様子を知っていただくために、財政状況を公表

しています。 

 今回は、皆さんからお預かりした税金等のお金がどのように使われ、利用されたの

かを知ることができる決算についてご報告いたします。 

 

○一般会計決算の概要 

   平成１８年度当初予算編成時の町財政は、町歳入の柱である町税については引

き続き厳しい状況が続き、一方で国と地方に関する三位一体の改革による国庫補助

負担金の廃止・縮減及び地方交付税の抑制がなされる中、少子高齢化等による福祉

関係経費の増大が進むなど、極めて厳しい状況下にありました。 

 

 このような中にあっても、次代を担う人達に自信を持って引き継げるまちを実現する

ために、平成１８年度からの新たな町政運営の総合的な指針である「壬生町第５次総

合振興計画」に盛り込まれた施策の着実な推進を図るとともに、歳入面においては自

主財源の積極的な確保に努め、歳出面にあっては徹底した見直しによる抑制と経費

の節減・合理化を進め、引き続き財政の健全性の確保と持続可能な財政運営に留意

しつつ、限られた財源の効果的な配分に努め、平成１８年度当初予算を編成いたしま

した。 

  

 平成１８年度の一般会計当初予算額は１０１億７,０００万円で、その後発生した行政

需要及び国・県支出金の増減などに対応し６回の補正を行い、最終予算額は、平成

１７年度からの繰越明許費を含め１０４億９,５５１万２千円となりました。 

 

その結果、平成１８年度の一般会計決算額は、歳入総額１０４億５,１６０万４千円、歳

出総額９９億３,５１２万９千円となり、前年度と比較して、歳入が３,７３４万円（０.４％）、

歳出が６,４７２万５千円（０.７％）とそれぞれ若干の増額となりました。 

 



○町有財産 

主な町の財産は次のものです。 

基金 ４６億４,５４１万円 

（主な基

金） 

財政調整基

金 
１２億２,８２３万７千円 

減債基金 ４億１,６９３万１千円 

庁舎建設基

金 
１３億２,９４５万７千円 

出資による権利 
５,００７万８千円 

壬生町施設振興公社出捐金、栃木県信用保証協会出捐金、その他 

土地  １,３３２,５１７.２０㎡ 

建物 １２４,５６９.７１㎡ 

並木杉 １本 

○町民一人当たりが負担した町税（単位：円） 

区分 一世帯当たりの負担額 一人当たりの負担額 

町民税 143,325 50,118 

固定資産税 151,491 52,973 

軽自動 0車税 3,784 1,323 

町たばこ税 16,684 5,834 

都市計画税 19,737 6,902 

合計 117,150 335,022 

H１９．３．３１現在  住基人口 ３９,６４５人 

世帯数  １３,８６３世帯  



■ 平成 18年度決算報告 歳入・歳出の内訳 
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■ 平成 18年度 一般会計決算額の推移等グラフ 

 

                                  （単位：百万円） 

 

 



 

 

 
 

 

 



■ 主な財政分析指標と地方債現在高 

 

項目 平成 18年度 説明 

財政力指数 0.743 

財政力指数が「１」に近いほど財源に余裕があり、

「１」を超えると地方交付税の不交付団体となりま

す。  

経常収支比率 88.3 

団体の財政構造の弾力性を測定する比率として

使われ、適正水準は、一般に 70～80％と考えら

れています。 

 平成１8年度の県平均は、８７.４％となっていま

す。 

公債費比率 9.1 

地方債を借り入れた場合、毎年元金と利息の支払

いが必要になります。これを公債費といい、この公

債費の一般財源に占める割合を公債費比率と言

います。  

実質公債費比

率 
8.2 

平成１８年度より地方債許可制度が協議制度に移

行したことに伴い、起債制限比率に替わって新た

に起債制限等の指標となった比率です。公営企業

（水道事業、下水道事業など）への元利償還金に

係る繰出金のような、公債費に類似した経費を算

出過程で考慮すること等により、連結決算の考え

方を指標に反映させています。平成１８年度決算

時では、県内で１番低い（良好な）数値となってい

ます。また平成１８年度の県平均は、１３.９となって

います。 

起債制限比率 5.3 

実質公債費比率の説明にありますとおり、平成１８

年度より、起債制限比率に替わって実質公債費比

率が起債制限等の指標として使われることになり

ました。平成１８年度決算時では、県内で一番低い

（良好な）数値となっています。また、平成１８年度

の県平均は、    となっています。 

 



地方債現在高（平成 18年度末現在） 

一般単独事業債 １８億７,８５４万７千円 

一般廃棄物処理事業債 １７億１,８５８万円 

臨時財政対策債 １５億５１３万４千円 

財源対策債 ６億６,１２５万６千円 

減税補てん債 ６億２,６８２万６千円 

義務教育施設整備事業債 ４億８,６３５万３千円 

その他 １億７,９８０万７千円 

上水道事業債 ２５億４,６０９万８千円 

公共下水道事業債 ７５億５,０２７万８千円 

農業集落排水事業債 ３０億５,８０６万５千円 



 

■ 特別会計、水道事業会計の決算状況 

 

会計名 歳入 歳出 繰越金 

国民健康保険特別会計 
41億 7,050万 2千

円 

40億 2,121万 7千

円 

1億 4,928万 5千

円 

公共下水道事業特別会

計 

17億 9,511万 5千

円 

17億 8,369万 8千

円 
1,141万 7千円 

奨学資金特別会計 201万 8千円 148万 7千円 53万 1千円 

老人保健事業特別会計 
28億 9,664万 3千

円 

28億 6,407万 2千

円 
3,257万 1千円 

介護保険事業特別会計 
15億 6,862万 5千

円 

15億 1,024万 2千

円 
5,837万 3千円 

農業集落排水事業特別

会計 
7億 6,343万 3千円 7億 5,490万 853万 3千円 

 

○水道事業会計 

収益的収入 収益的支出 特別損失 純利益 

5億 5,481万 1千円 4億 5,377万 1千円 1,147万 2千円 8,956万 8千円 

資本的収入 資本的支出 ※ 収支不足額 

１億 8,469万 9千円 4億 8,504万 7千円 3億 34万 8千円 

 資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、減債積立金取り崩し額、損益 

勘定留保資金等で補てんしました。  

 

 


